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国際商事仲裁に関する一考察
浅田福一
I.はじめに
国際取引の多様化並びに拡大化につれてそれらから生じる紛争も複雑化
しかつ増加の傾向にあることは否定できない事実である。しかも，ひとた
び紛争が発生すると国際取引は国内取引と異なり，言語，法制，慣習，風
俗，文化などの違いから相互の理解を阻害する要索が数多く存存し，当事
者間の話し合いによる解決は必ずしも容易ではないし，仮に訴訟を提訴し
判決を得ても強制執行の確保の面で不確実ないしは不安定な要索が多く存
在する。
そこで国際取引から生じる紛争発生に備えて法的リスクの回避を目的と
し，更には将来生じるであろう様々な事象を踏まえ，それがいかに発展す
るかの予想までも考察した戦略法務の必要性が国際取引契約の研究の面で
活発化しつつあり，その結果契約条項の中に紛争が発生した場合に備えて
の紛争処理条項の取り決めが重要視されつつある。本稿は，国際取引から
生じる紛争解決方法としての国際商事仲裁の抱える問題点を訴訟との比較
において捉え，国際商事仲裁のあるべき姿を検討する。
I.紛争解決方法
国際取引から生じる紛争解決方法としては種々の方法がある。当事者の
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直接話し合いによる協議，調停，仲裁，訴訟がある。当然のことながら，
これらのうち，当事者が直接話し合いによって紛争を解決することが，一
番効果的であり望ましいのはいうまでもない。実際問題として多くの紛争
は当事者の話し合いによる協議により解決されているのが実惜である。し
かしながら，紛争が当事者の直接話し合いによっても解決しない場合には
第三者の介入ないしは判断による解決が必要となる。この第三者による紛
争解決方法とて，調停，仲裁，訴訟がある。訴訟は国家裁判所による解決
であるのに対して，調停，仲裁は訴訟外紛争解決方法いわゆる ADR(Alter-
native Dispute Resolution)である。
1.訴訟と ADRの比較
訴訟は，主権国家の運営する司法機関（裁判所）が主体となる紛争解決
制度であり，公権力により紛争，利害の衝突を法律に従い解決調整するた
めに，対立する利害関係人を当事者として関与させ審判する手続きであり，
強行的かつ公権的であり，判断に当事者が拘束されるとする根拠が司法権
という国家権力である。
ADRはAlternativeDispute Resolutionの頭文字で，一般に代替的紛争
解決と訳されているが，訴訟外紛争処理制度のことである。伝統的な裁判
以外の紛争解決方法を意味して用いられており，米国においてその盛況は
顕著であるが叫我が国においても ADRという用語の使用が多くみられる
ようになった。 ADRには種々の種類があるが，共通の特徴としては，訴訟
と異なり，紛争当事者の合意を基礎とする当事者主体の紛争解決方法であ
る。紛争解決に際しては紛争当事者の合意により迅速に，安価で現実的な
解決が行われるように取り決めるが，必ずしも法律に従い紛争を解決しな
ければならないという制約はない。その意味から，訴訟は迅速，安価で現
実的な解決が求められる商事紛争の解決方法としては，一定の制約や限界
が存在することは否定できない。しかしながら， ADRはその迅速性，低廉
性の他に当該紛争事件の性質や特性に対応した手続を提供できる柔軟性，
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効率性．非公開l生そして適切な専門家の登用が可能であり．更には紛争当
事者が決定的破局に陥りにくいという点等が訴訟と異なる特徴でありかつ
長所でもあるとされている。仲裁，調停， ミニトライアル等がその代表的
な種類である。
仲裁は．私法上の権利その他の法律関係に関する紛争が生した場合また
は生じるおそれのある紛争を．当事者が国家裁判所の訴訟手続によらない
で，当該当事者相互の合意のうえで，当事者以外の私人である第三者を選
任し紛争の解決を委ね，その第三者の下した判断である仲裁判断に服する
制度である。
調停は，当事者の合意に基づき選任した第三者である調停人が提示した
解決案（調停案）を当該当事者が認めてはじめて効力をもつ解決方法で，
当事者の互譲により，法規の拘束を離れ，条理にかない実情に即した解決
を期すものである。
ミニトライアルは，近年米国の企業を中心に盛んになった紛争解決方法
で，その目的は仲裁や訴訟と異なり仲裁判断や判決をくだすことではなく
当事者双方の代表者と中立的な第三者，一般的には当該当事者が選任した
人か，私的紛争解決機関が推薦または紹介した人がパネルを構成し，その
面前で双方の弁護士が弁論と立証を行い，パネルがそれぞれの主張や立証
を検討したうえで，一応の結論を提示し和解を勧める。和解が成立しない
場合には，当該事件が裁判所に持ち込まれた場合いかなる事態になるかを
予測し，当事者はその予測を基に再ぴ和解の交渉をなし和解に達する方法
である。ミニトライアルは基本的には明確な実施方法や手続はなく，当該
当事者が話し合いで決め合意書が交わされるのが通常である。当事者の代
表者自身がパネルの一員として弁論を聞いているので自己側の弱点もよく
分かるので，和解に達しやすく，訴訟に比べて時間と費用が大幅に軽減で
1) JCAジャーナル(1993)「国際商事仲裁システム高度化研究会」1992年報告書16頁，
三木光一「アメリカ合衆国連邦地裁における訴訟付属型 ADR」石川明，三上威彦編
著「比較裁判外解決制度』 (1997)76頁～79頁
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きる。調停との違いは，企業の重役の自主性を強調している点であるとい
われている丸紛争解決は ADRでの合言葉をもとに近時の米国では ADR
の活動が活発である。
2.決定型と妥協型の比較
紛争解決方法を 1.訴訟と ADRの比較において述べたが，別の観点から
比較すれば下記のようになる。
訴訟は，合意を必要とせず公権力により紛争を法律的に解決調整するた
めに，対立する利害関係人を当事者として関与させ審判する手続であり，
強行的，公権的であり，判断に当事者が拘束されるとする根拠が司法権と
いう国家権力である。
調停は，当事者の合意に基づき選任した第三者である調停人の提示した
解決案であるいわゆる調停案を，当該当事者が認めてはじめて実質的効力
をもつものである。当事者の一方ないしは双方が調停案を認めなければ調
停は成立しない。紛争解決につき自主的合意を基礎とする点については仲
裁と同じであるが，調停案は拘束力をもたない。調停は当事者の互譲を中
心とする妥協型の紛争解決方法であるといえる。
仲裁は，紛争解決につき合意を基礎とし手続が自主的，任意的である点
訴訟と異なるが，紛争解決の内容が第三者によって提示される決定型であ
り強行的な性格を有する。訴訟や仲裁は決定型の紛争解決方法であるとい
える。
ミニトライアルは，様々な形態があるが妥協型と解される。 ADRは従っ
て決定型と妥協型の紛争方法を備えているといえる叫
2)岩崎一生 (1991)「国際取引法要説」 115頁～116頁．三木光一，前掲書84頁～94頁
に詳しい。なお石川明．三上威彦．前掲書に各国の ADRの比較あり参照 Martin
Hunter & Jan Paulsson & Nigel Rawding & Alan Redfern (1993) The Freshfields 
Guide to Arbitration & ADR Kluwer. p.p.676-773に種々の ADRの説明あり参照
3)岩崎一生， ji掲曹， 116頁～117頁
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なお，その他にあっせんがある。あっせんは，当事者間双方の解決のた
めの交渉の行詰まりを打開するために，当該当事者の一方が，相手当事者
の同意を得ないで，関係公的機関等に依頼して，他方の当事者に対し早期
ないしは円満解決をするよう勧めてもらい，紛争解決のためそれら機関の
援助を仰ぐ方法である。これら機関は解決案を紛争当事者に対して提示し
たり，また紛争解決を強制する性質のものではなく，あくまでも紛争解決
のための糸日をつくろうとするに過ぎないものである。従って，相手当事
者が応じなければ効果はない。
上述から理解できるように，紛争解決方法それぞれに長短があり，一概
にその優劣を論じることはできないが，紛争解決方法としてはそれぞれの
長所・短所を1•分検討し最善と判断される方法を選択することが肝要であ
る。．
本稿は国際取引から生じる紛争解決方法としての国際商事仲裁がテーマ
であるので，仲裁を中心に訴訟との比較において国際商事仲裁の問題点を
考察する。
II. 国際商事仲裁
1.仲裁の概念
仲裁とは，私法上の権利その他の法律関係に関する紛争が生じた場合ま
たは生じるおそれのある紛争を，当事者が国家裁判所の訴訟手続によらな
いで，当事者以外の私人である第三者（仲裁人）に紛争の解決を委ねるこ
とを合意し，この合意に碁づいて，仲裁判断に当事者が拘束されることに
より紛争を解決する制度である。紛争の解決を委ねることの合意を仲裁契
約と呼ぶが，それには契約書に当該契約から将来紛争が発生した場合には，
その将来生じる紛争を仲裁に委ねる旨の合意を仲裁条項ないしは仲裁約款
[ (arbitral clause)とも］呼ぶが，当該契約のなかの一条項とし挿入され
ることが多い。また取引から紛争が発生した後で現実に発生している紛争
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の解決を改めて仲裁に付託して解決する旨の合意を．仲裁付託 (submis-
sion) と呼ぶが，いずれも仲裁契約である。
2.仲裁制度の利点
紛争解決方法の比較については前述したが．当事者を法律的に拘束し強
制力のある解決を図り．国際取引から生じる紛争解決方法の主要な手段と
なりつつある仲裁を訴訟との比較において．法律的かつ実効性に重点をお
き論じる。
1)訴訟は公開が原則とされるのに対し，仲裁手続は非公開であり．信
用を維持したい企業等は法的紛争事案の公開を好まないし．審理が公開で
ある訴訟と異なり．仲裁は審理が非公開であるので．営業秘密や貴重な技
術情報等の無制限な漏洩を防ぐことが可能になる。
2)訴訟は．上訴制度があるのに対して．仲裁は．一審制で一審即最終
審であり．仲裁人の下した仲裁判断は確定判決となる。訴訟と異なり控訴・
上告と審級を重ねられないので．この意味においては，迅速な紛争の解決
が．その手続が効率的か否かの問題はあるとしても．可能である。
3)訴訟は．裁判官が多くの事件を抱えており特定の事件に専念するこ
とができないが，仲裁は．仲裁人が他に本務を有するとしても，同時に担
当する事件数は限られるので．集中的審理体制を採用し．審理の効率化を
はかることが可能である。ただ，現実の仲裁事件においては，仲裁事件代
理人は通常弁護士が多く．訴訟と同じ体制で仲裁事件に臨むため集中審理
を貫くことが困難になっており，更に仲裁判断の無効を懸念するあまり審
理に時間がかかり．いわゆる仲裁の訴訟化が進んでいるのが実情である。
しかしながら．仲裁は個々の事件ごとに専門的・技術的な知識や経験を有
する人を仲裁人として選任することができるので．個別的な事案に即した
適切な紛争解決が可能である。
4)訴訟は．現在のところ，超国家的な裁判所は存在しないから．一国
家の公権力に基づく紛争解決手段であり，裁判官という公人による公権力
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による解決であり，当然に裁判管轄の存在が前提になる。これに対し仲裁
人は，自主的な当事者の合意に基づき創設される私人であるから，何人も
同様な条件・状態で仲裁を利用することができるという意味から，国境を
越えた超国家的な普遍性をもつものといえる。このことは，国際取引から
生じる紛争処理方法として国際商事仲裁を活用する面で大きな意味をもつ
ことになる。すなわち，国際取引は法域を異にする者間の取引であり，裁
判権，準拠法等の複雑な法律問題を生ぜしめ，訴訟による紛争解決の場合
に障害となる国際裁判管轄や外国判決の承認と執行のような問題が回避可
能であり，更に国際取引は当事者が国家または国家機関の場合には，主権
免除（裁判権免除）の原則により，その適用範囲の程度の差はあるにして
も，裁判権に服さないことが生じるが，この主権免除のような問題も仲裁
は回避しやすくなる。仲裁合意すなはち仲裁契約が明確であれば手続開始
にあたり，国際裁判管轄ほどに困難な問題は生じないし，仲裁判断の承認
及び執行も国際条約の整備並びに各国の加盟により，訴訟に比べて容易で
ある。，仲裁の場合も同様な問題はないわけではないが，主権免除の問題は
生じるにしても，仲裁契約という自主的な合意がその前提となるため仲裁
に服することに対して抵抗が少ない4)。特にロシア，中国等のように国際取
引の主体がいわゆる国家ないしは国家機関であるような場合には，仲裁は
訴訟に代わる紛争解決方法として，実効性に富むといえる。
5)訴訟は，紛争を法律にのみ基づいて判断するのに対して，仲裁は紛
争解決に法律を必ずしも厳格に適用するのではなく，当該取引の種類や内
容及び関連商慣習や情理等を考慮ないし配慮して，いわゆる善と衡平の立
場から，いうなればビジネス的な解決も可能である。
6)訴訟は，手続が複雑であるが，仲裁はその手続が専門の弁護士にし
か理解できないようなものでなく，自由かつ簡単な手続により仲裁を進め
4)浅田福ー(1996)「国際取引契約の理論と実際」400頁，石川明，小島武司編(1994)
「国際民事訴訟法」 171頁
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ることは可能であり，時間及ぴ費用の面からも経済的であると解されてい
る。
3.仲裁制度の欠点
1)仲裁の非公開性は紛争当事者にとっては好ましくかつ好都合であっ
ても，第三者にとっては，その非公開性のため，当該仲裁事件に直接関与
した人以外ないしは仲裁判断に不服な当事者が裁判所に提訴して，訴訟と
して公開される仲裁判断事例以外は知る方法が少ない5)。訴訟は判例を通
じて調査できるが，仲裁は非公開が原則であるため，仲裁判断も非公開で
ありその結果を予測することが困難である。仲裁は非公開の故に，先例か
ら，仲裁法の発展を願い学問的に究明することを志すに際し大きな障害と
なりうるという観点からの問題指摘もある叫
2)仲裁は一審制でありその意味において迅速な解決が期待されるが，
訴訟のように上訴制度がないので，仲裁判断に不服でも当該係争事件は仲
裁判断により確定しており，手続上の問題（再審事由，取消事由）でしか
争うことができず，不満が残ることもある。
3)仲裁は技術的な分野に関しては専門家の仲裁人による解決は極めて
効果的であるが，当該専門家の仲裁人が法的判断ないしは法的評価の点で，
裁判官に劣る面があることは否定できない。仲裁が法律的思考を必要とし
ない実際的処理に終わるおそれれがあるとの懸念がある。この点について
は，単独仲裁人による判断を避け複数仲裁人を選任し合議体として法律的
配慮を取り入れることにより懸念を排除することは可能である。なお，仲
裁は善と衡平に基づき判断されることもあるが，善と衡平は客観的に判断
することが困難であるので，国際仲裁においては法による仲裁を原則とす
5)浅田福ー，前掲書． 401頁
6)三H月章「仲裁研究の現状と課題」『法律時報』 1982,54巻8号18頁
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る妥当性が強調されている冗
4)適切な仲裁人の選任の可能性，仲裁人の選任と独立性に絡んでの裁
判所の介入の問題がある。特に国際取引から生じる紛争解決方法としての
国際商事仲裁の観点からみれば，各国の仲裁法の非統一性，また仲裁は自
主的な合意を基礎にするので，手続や実体判断の基準に不明確な点が多く，
そのため異なる法文化をもつ当事者間でこの点に争いが生じやすい。なお，
英米法系と大陸法系の法文化の衝突が生じやすい事由として，仲裁人の選
任，集中審理方式と並行審理方式の選択，証拠調べの問題，仲裁判断の理
由記載の要否等が挙げられている見更に仲裁地をいずれの地にするかに
よって異なる結果となる可能性がある仲裁判断の強制執行性の可能性の有
無等がある。仲裁は手続が自主的任意的であるため，かえって審理の遅延
を招くことがあり，その結果として仲裁審理に時間もかかり，費用も高額
になるおそれがある。
IV.国際商事仲裁の展開
国際取引から生じる紛争を解決するために紛争解決方法として仲裁を活
用するためには，仲裁契約の存在が必須の条件である。これには紛争が発
生後，当事者が現に発生している紛争を仲裁にて解決する旨改めて合意を
する付託契約と将来生じるおそれのある紛争を仲裁にて解決する旨の合意
である仲裁条項（仲裁約款ともいう）があること既述した。
国内的には，付託契約は民事訴訟法第786条で，仲裁条項は第787条でそ
れぞれ有効性が認められており，国際的には，現在のまたは将来生じる恐
れのある紛争を仲裁にて解決する旨の仲裁合意の有効性を規定した1923年
9月24日ジュネーブで署名された［仲裁条項に関する議定書（いわゆるジ
7)石川明「国際仲裁」石川明，小島武司編，前掲書197頁
8)石川明，前掲書， 191頁
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ュネーブ議定害）］の 1条及び1958年6月10日ニューヨークで署名された
［外国仲裁判断の承認と執行に関する条約（いわゆるニューヨーク条約）］
の2条で締約国間ではその有効性が認められている。仲裁合意に基づき下
された仲裁判断は国内的には民事訴訟法第800条で，国際的には1927年9月
26Bジュネープで署名された［外国仲裁判断の執行に関する条約（いわゆ
るジュネープ条約）］の 1条で，更にニューヨーク条約の 1条で締約国間で
は仲裁判断の有効性が認められている。その他に二国間条約でも仲裁判断
の有効性が認められており，我が国はそれらの多数国間条約にも加盟し，
二国間条約も締結している。以上の国際条約により，仲裁条項及び仲裁判
断が国際取引から生じる紛争解決方法として実質的に実効性をもち国際商
事仲裁の発展へと展開している。もっとも，我が国における国際商事仲裁
は仲裁全般を含め立法の不備は批判されている。現在仲裁に関する一般法
は民事訴訟法（平成8年民事訴訟法を改称し，公示催告手続及ビ仲裁手続
ニ関スル法律：第 8編仲裁手続）のみであり，国際商事仲裁に固有の規定
は存在しない。上述の仲裁合意の承認や外国仲裁判断の承認及ぴ執行に関
する条約等が，国際商事仲裁に関する法源として重要な役割を果たしてい
るだけである。これらの条約に関しては，国内で実施するための立法措置
も講じられていないが，我が国において効力を有すると解されている叫上
記条約は国際商事仲裁にとり極めて重要であるので，以下に論じる。
1.多数国間条約
l)仲裁条項に関する議定書 (Protocolon Arbitral Clauses, open at 
Geneva on September 24, 1923) 
現在のまたは将来生じるおそれのある紛争を，仲裁にて解決する旨の有
効性について，締約国間でのその効力を国際的に承認しかつ自国領域内で
行われた仲裁判断を執行する等の締約国の義務を規定したものである。我
9)石川明，前掲書， 194頁
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2) 外国仲裁判断の執行に関する条約 (Conventionon the Execution 
of Foreign Arbitral Award, signed by Geneva on September 26, 1927) 
締約国相互間において仲裁判断を有効となし，外国仲裁判断に強制執行
力を与えることを相互に約したものであるが，適用範囲が締約国の一つの
領域でなされ，かつ締約国の一つの裁判権に服する者の間においてなされ
る仲裁のみに限定された。制限付きとはいえ外国仲裁判断に執行）］を認め
たので国際商事仲裁を実効あるものとした。我が国は1952年10月llflに発
効した。
3)外国仲裁判断の承認と執行に関する条約 (Conventionon the Recog-
nition and Enforcement of Foreign Arbitral Award, done at New York 
on June, 1958) 
第二次大戦後国際取引が活発化，拡大化するに伴い仲裁の重要性に対
する認識がたかまり，仲裁判断もより広範囲に国際間で承認され執行され
ることが望まれるようになり，国際連合が中心となり，ジュネープ議定書
及ぴジュネープ条約を改定し，外国仲裁判断の効力と執行を価値あらしめ
円滑化するためニューヨークの国連本部において討議され成立した条約で
ある。ニューヨーク条約の改善点の中心は以下の通りである。
ジュネーブ条約では，仲裁合意及び仲裁判断の承認及び執行の要件が複
雑であり，表現にも明確さを欠く点が多く，十分に国際商事仲裁の実効が
あがらなかったので，これらの点の改善がなされた。仲裁合意の書面性を
明記し（ニューヨーク条約第 2条 1項），書面による仲裁合意のみが妨訴抗
弁となることを明確化し（ニューヨーク条約第 2条3項），外国仲裁判断の
適用範囲を外国でなされた仲裁判断及ぴ内国判断でない仲裁判断に拡大
（ニューヨーク条約第 1条 1項）した。外国仲裁判断の承認及び拒否要件
を権限のある機関が自発的にその存否を確認することのできる執行拒否の
要件は執行国の法令により仲裁による解決が不可能なもの及び公の秩序に
反することの 2点に整備縮小し，特に仲裁判断の承認・執行の要件を具備
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しているか否かについての立証責任をジュネープ条約では，当該仲裁判断
を援用する側である勝訴者に課していたのをニューヨーク条約ではそれを
敗訴者に課しており（ニューヨーク条約第 5条1項a~e)，その結果外国
仲裁判断の執行が容易になった。他の条約との関係ではニューヨーク条約
は他の条約の効力に影響を及ぽさずまた仲裁判断が援用される国の法令ま
た条約により認められる方法及ぴ限度で関係当事者が仲裁判断を利用する
いかなる権利をも奪うものでない（ニューヨーク条約第 6条1項）と規定
している。この点に関しては他の多数国間条約または二国間条約等の関係
は，ニューヨーク条約よりも外国仲裁判断の承認及び執行に関してはゆる
い条件を規定している限りにおいて，他の条約等の効力が認められると解
するのが妥当と考えられる。
なお，ジュネープ議定書及びジュネープ条約は，ニューヨーク条約締約
国間ではその効力を失う（ニューヨーク条約第7条2項）。また我が国は領
域に関する留保条件をつけて加盟している。我が国は1961年 9月18日発効
したが，上述3条約の規定を実施するための国内法は制定していない10)。
2.二国間条約
上記の多数国間条約の外に対外的な仲裁に関する条約として，日米友好
通商航海条約のような関係各国間の通商条約等で関係両国間における仲裁
判断の承認と執行について規定した二国間条約がある。多数国間条約非加
盟国と我が国の外国仲裁判断の承認と執行につき価値がある。
国際商事仲裁に関する新しい動きとして，国際連合の国際商取引法委員
会 (UNCITRAL)の国際商事仲裁に関する国際商取引法委員会模範法（モ
デル法）が1985年に制定されたが，これは国際商事仲裁に関する特別法を
立法する際のモデルでありカナダが法採用の第一号である。なお，国際商
取引法委員会は1976年に UNCITRAL仲裁規則を制定したがこれはア
10)浅田福ー ，前掲書， 405頁～409頁
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ド・ホック仲裁で手続規則として利用されることをねらったものであるが，
機関仲裁でも，利用されている。
仲裁にはアド・ホック (adhoc)仲裁と機関仲裁 (institutionalarbitra-
tion)の区別がある。国際商業会議所 (InternationalChamber of Com-
merce: ICC)，アメリカ仲裁協会 (AmericanArbitration Association), 
ロンドン国際仲裁裁判所 (LondonCourt of International Arbitration) 
や我が国の（初国際商事仲裁協会 (JapanCommercial Arbitration Associa-
tion)のような常設の仲裁機関の有する仲裁規則による旨の仲裁が機関仲
裁であり制度的仲裁 (administeredarbitration)ともいわれる。このよう
な仲裁機関の制定する仲裁規則に拠らない仲裁がアド・ホック仲裁であり，
個別的仲裁または仲裁機関を利用しない仲裁(adhoc or non administered 
arbnitration)ともいわれる。アド・ホック仲裁の場合には，当事者が自ら
仲裁人の数，選定方法，適用すべき法等を仲裁合意のなかに定めておくこ
とが必要であるが，現実の国際取引においては，上述の常設の仲裁機関が
管理機関として仲裁に関与する仲裁条項を契約の際に取り決めるのが通常
である。
V.国際商事仲裁と準拠法
仲裁契約は一般的には国際取引契約の条項のひとつとして，契約のなか
に規定される。仲裁は，条約などにより国際的な統ーが部分的には進めら
れているが必ずしも十分ではなく，各国の仲裁法には多くの差異が存在す
る。それゆえ国際商事仲裁では，いずれの国の法によるべきかという準拠
法の問題がある。主たる契約が無効な場合に当該仲裁契約も無効になるか
否かである。現実の問題として，仲裁契約は契約関係に関し紛争が生じた
場合に，その有効性は主たる契約の瑕疵に左右されるべきでない，すなは
ち主たる契約の瑕疵は仲裁契約の効力に影響を及ぼさないとする仲裁契約
の分離独立性［（分離可能性） separability]の問題がある。この分離独立性
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を肯定するのが通説・判例（最判昭50. 7. 15.民集29巻6号1061頁）で
あり，我が国では仲裁契約の有効・無効は主たる契約の有効・無効とは別
に判断されることになる。従って，仲裁契約の有効性を判断するための準
拠法が問題となり，更に仲裁手続を規律する準拠法，仲裁判断の基礎とな
る準拠法も同様に問題となる。
1.仲裁契約の準拠法
国際商事仲裁において，仲裁契約が有効に存在しているか否かの判断は
いずれの国の法に拠るべきかの問題であり，仲裁契約があるにも拘わらず，
裁判所に訴訟が提起された場合に，提訴された当事者が，仲裁契約の存在
を主張して訴えの却下を求めた場合に生じる。仲裁契約存在の抗弁はいわ
ゆる妨訴抗弁となり訴えは却下されるが仲裁契約の存在が妨訴抗弁とな
り，訴えの却下事由と解するのが，通説・判例であり，国際仲裁契約にお
いても同様の扱いを認めるのが通説である。仲裁契約が妨訴抗弁として訴
訟法上の効果をもつ訴訟契約としての面を有するので，法廷地訴訟法を準
拠法と考え仲裁契約の準拠法を当事者が指定することを許さない判決もあ
ったが，仲裁は当事者の合意を基礎におく自主的解決であるので，当事者
自治の原則すなはち当事者による指定を認めるのが通説である。ニューヨ
ーク条約第5条 1項 (a) も同様であり，また明示の準拠法指定がない場
合には，同条2項により直ちに行為地法を準拠法とすべきではなく，黙示
の意思を探求すべきであり，仲裁地を定める合意がある場合には，仲裁地
法を準拠法とする黙示の指定が認められるとするのが有力な見解であり判
例もこの立場による（東京地判平5. 3. 2.判夕816号233頁） II)。なお，
仲裁契約の準拠法の適用範囲等に関しては，成立，内容，解釈，効力，失
効等に適用されると説かれるが，種々問題がある。通説は仲裁契約の締結
能力は法令3条，方式は法令8条，特に法律上許されない紛争についてな
11)石川明，前掲書， 195頁
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された仲裁契約は無効とされるが，この仲裁可能性（仲裁許容性，仲裁適
確性）についての準拠法も仲裁契約の準拠法によるか否かの争いがある。
民訴787条のように禁止が私益保護を目的とする場合は契約の準拠法でよ
いが，民訴786条のように禁止が公益上の理由に基づく場合は，紛争の実体
関係の準拠法によるとするのが有力説である。なお，仲裁契約の仲裁契約
締結能力については行為能力の準拠法により判断されることになる。
2.仲裁手続の準拠法
仲裁が開始され仲裁判断が下されるまでの一連の手続過程を規律する法
については当事者の指定を認める説と仲裁地法とする説があり前説が有力
である。必ずしも仲裁契約の準拠法と同一である必要はないし，仲裁が自
主的紛争解決方法であるとすれば，仲裁手続についても．当事者自治を認
めることが適切と考えれられる。現実の国際取引契約においては．仲裁契
約の条項のなかに予め仲裁手続に関する条項を規定することもあるが，仲
裁手続の準拠法についてまで合意することはほとんどない。仲裁手続の準
拠法について明示の合意のない場合には，当事者の意思を推定し，合理的
な準拠法を決定することになる。一般に常設の仲裁機関が仲裁契約に指定
されている場合には，当該仲裁機関の定める仲裁手続に服する意思がある
とされる。実際の仲裁手続は，常設の仲裁機関の定める手続規則に拠るこ
とがほとんどであるが，手続規則と手続準拠法との関係については，手続
規則の指定により，手続準拠法が指定されると解する考え方と手続準拠法
が許容する範囲で手続規則の指定が許されるとする考え方がある。常設の
仲裁機関はいずれも適切な規則を有しているので，現実には問題がないと
考えられる。なお，明示の合意なく，仲裁地が指定されている場合には，
その地の法を仲裁手続の準拠法とする意思があるとされる。
3.仲裁判断の準拠法
仲裁判断の基準は判断基準を当事者が指定した場合は法であれ，善と衡
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平であれそれによると考えれれるが，仲裁判断の基準は，英米法系の国は
法による仲裁のみを認める傾向にあり，フランス，イタリヤ等のラテン系
の国は法によらない仲裁（友誼仲裁，善と平衡による仲裁）も認めるが，
世界的には法による仲裁を原則としている。ただ，国際仲裁は各国の法文
化の相違がからむため，仲裁判断の客観性の確保と執行の問題に対する配
慮が必要と考えられる。上述のような準拠法問題が発生しないような適切
な仲裁契約の合意が重要である。
VI.外国仲裁判断の承認と執行
国際取引から紛争が発生し仲裁に付託され，仲裁判断がなされたに拘わ
らず，仲裁判断の履行がなされず，その強制的実現を図ろうとする場合に
は，外国仲裁判断の承認及び執行の問題が生じる。この場合に前述した．
ニューヨーク条約や日米友好通商航海条約等の条約が重要な法源となる。
ニューヨーク条約等については， IV.国際商事仲裁の展開 1.多数国間条
約と 2.二国間条約において，その内容は記述済みであるが，問題の中心
となるのは，承認と執行の条件である。我が国の民事訴訟法は，仲裁に対
する裁判所の関与と仲裁判断の執行を規定しているが，内国判断と外国判
断の区別は規定していず，これらの規定は内国仲裁判断にのみ適用される
と解されている。現在外国仲裁判断の承認及ぴ執行を認め，執行のために
執行判決を要することについては異論はなく，問題は，承認及ぴ執行の要
件について民訴802条2項と801条の適用の有無である。条理説，適用説，
準用説があるが，結論の妥当性を導きやすい条理説が従来の通説であるが，
内容の相対的な明確性を理由に近時は準用説も有力であるが，必ずしも明
確とはいえず，立法による解決が希望される 12)。条約の適用については我が
国は相互主義に基づき，適用対象を他の締約国内でなされた仲裁判断に限
12)石川明，前掲書， 199頁～200頁
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定する旨の留保をおこなっている。なお，外国仲裁判断の承認及び執行に
関する手続については，内国仲裁判断の場合に準じてよいと解されている。
執行については，外国仲裁判断の執行判決を求める訴を提起し，執行判決
が確定すれば，これが付された外国仲裁判断を債務名義（民事執行法第22
条6号）として，民事執行法に従って強制執行を行うことになる。承認に
ついては独立の手続を必要としない。
VIL仲裁制度の課題
仲裁制度は紛争解決方法として実効性を有するが，国際取引から生じる
紛争解決方法として最善の紛争解決制度であると断言することは困難とし
ても，仲裁がその利点に適つた役割を果たすことが望まれる。しかしなが
ら，現在の仲裁制度の主たる問題点は以下に要約される。現行法は1890年
に制定されたものであり， V.国際商事仲裁と準拠法以下で述べたように，
様々な問題点を抱えており，現代化をはかり国際社会の実態に適合した法
改正が望まれる。例えば仲裁は自主任意的で当事者の合意により仲裁進行
の手続を定めることが可能な反面，その不備により仲裁の進行に遅延を生
じるので，仲裁の進行を促進しうる仲裁人の裁量を広く加味した仲裁手続
規定を作成し公表普及を図ることが必要と考えられる。国際取引紛争の高
額化と複雑化のため，仲裁人に弁護士を選任し当事者の代理人にも選任す
ることが一般化した結果，仲裁が訴訟手続に類似した形態になり，更に仲
裁人も，仲裁審理において手続の瑕疵を指摘されないように，仲裁判断の
執行拒否や取消しが起こらないように必要以上に慎重な手続をとる傾向が
あり，結果仲裁手続に要する期間が長期化し，経費も増大し，仲裁判断も
取引の実態に即したものより法的な結論に傾くという実態がある。国際取
引の複雑化，多様化からみて，ある程度はやむを得ないとも思われるが，
合意が基礎である仲裁の本質を考えた場合このような状態で果たしていい
のかという疑問を禁じ得ない。仲裁人の質と量の充実が重要で，常設の仲
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裁機関は仲裁人名簿をそなえているが，必ずしも現状では質量とも十分と
は言い難く，国際取引に精通し取引の実態にあかるい法律にも造詣が深い
仲裁人の常備が要請される。現時点では，仲裁法の整備と改善特に外国仲
裁判断の承認と執行に関するニューヨーク条約の加盟国の増加が必要不可
欠の要件といえよう。
VI．仲裁条項の課題
国際取引から生じる紛争の解決方法として国際商事仲裁の実効性は多数
国間条約や二国間条約により確立したが，仲裁条項として如何なる内容が
効果的かという重大な問題が存在する。仲裁条項の内容如何によっては，
紛争解決方法として実効性に欠けある事態の生じる可能性がある。現実の
国際取引においては，当事者の立場の強弱，取引事情，契約の種類によっ
ては各国の公的規制の影響等をうけ，仲裁条項の内容に種々の態様が生じ
る。仲裁は当事者の自由任意の自発的な制度であるから，紛争を個人にま
たは常設の仲裁機関に，紛争のつど特別の仲裁機関を構成しそれにより仲
裁を行うことも自由である。しかしながら，当事者が独自に仲裁手続を規
定したり，紛争のつどあるいは契約のつど特別の仲裁機関を構成しそれに
より仲裁を行うことを詳細に例えば仲裁人の数，選定方法，仲裁地などを
取決めることは，その合意のために時間と労力を必要とするし，仲裁手続
の実際進行面で運用上の困難に直面することもありうる。迅速な解決を旨
とする仲裁の本旨からみても適切であるとは考え難い。国際取引紛争解決
のための現実的な実効性のある仲裁条項の規定としては，仲裁機関，仲裁
規則，仲裁地の適性な選択がその要件であるといえる。
訴訟は紛争当事者が国家の裁判所という機関によりその制定された訴訟
法の定める手続に従って審理し判決を下し紛争を解決に導くことができ
る。仲裁は任意自発的な制度であり独自に手続を規定することは自由であ
るが，仲裁も裁判所に類した常設的な制度化された機関を通じ，その手続
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規定である適切な規則に従い，解決する旨を合意することにより，運用面
の困難や複雑さを回避することが可能である。現実の問題として．仲裁の
手続や慣行が逐次国際的に標準化・専門化しつつある現在，現存の信頼に
値する常設の仲裁機関をその管理機関として選択することが適切でその機
関を利用ないし活用することの方が効果的と考えられる。国際商業会議所．
米国仲裁協会．ロンドン国際仲裁裁判所等が一般に知られた機関であるが．
国際商事仲裁の発展もこれら機関の発達に負うところ大であるといえる。
我が国には（扮国際商事仲裁協会があり，海事紛争については．拙日本海運
集会所 (TheJapan Shipping Exchange Inc.)がある。
仲裁規則であるが，仲裁手続を如何なる方法により行うかを規定するの
は当事者の自由意思である。しかしながら，常設の仲裁機関はそれぞれ適
法な仲裁規則を定めており．国内的にも．国際的にも一般に承認された手
続規定に従って，仲裁を引受けるのが慣例であり．当事者が詳細にわたり
仲裁の手続規定を定める必要はない。多くの場合，当事者はそれら機関の
有する規則に従って仲裁を行うことに合意するのが一般化しており効果的
となる。紛争の金額に応じて高額となる常設の仲裁機関への管理料金を配
慮し， UNCITRAL仲裁規則による仲裁を指定する場合もあるが，常設の
仲裁機関が仲裁手続きの管理をする場合が多い。これは仲裁を進行するた
めに管理機関の存在が必要であり効果的でもあるからであり，ここに常設
の仲裁機関の存在価値がある。
国際取引上仲裁合意をする場合に．最も重要で問題とすべき点が多いの
が，仲裁地である。仲裁地も当事者の合意により自由任意に定めることが
できる。しかしながら．当事者にそれぞれ思惑や戦略があり自己に都合の
よい場所や国を主張し，合意に達しないことが多々ある。現実の国際取引
においては．仲裁地をいずれの国にまたは第三国にするのかが常に思惑や
利害が対立するところであり．当事者の力関係に左右されたり各国の公的
規制の影響を受けることも否定できない事実である。仲裁地の選択合意に
ついて現在における一般的傾向を分析するとロンドンが仲裁地となるロン
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ドン仲裁主義，現物のある荷揚地で行われる荷揚地主義，被告の地で仲裁
を行う被告地主義，合同協定主義，パリ一本部の仲裁裁判所が仲裁地を決
定する等様々な方法がある 13)。いずれの方法が最適かについてはそれぞれ
に長所短所があり，一概にいずれが最適かを決めることは困難である。仲
裁の仲裁たるゆえんは仲裁判断に当事者が異議なく服し履行することであ
り，それ自体として事実上のモラル・サンクションをもつことが理想であ
る。しかしながら，裁判所において仲裁判断に基づく強制執行を求める必
要が生じることも起こる。このような場合に，執行を求められる国におい
て外国仲裁判断の強制執行が得られなければ，国際取引から生じる紛争解
決方法としての国際商事仲裁の存在の意義と実効性はないといわざるをえ
なくなる。国内法規に仲裁法規も存在しない国や，多数国間条約非加盟国
や二国間条約非締約国間であれば，仲裁判断の強制執行の可能性は期し難
い。国際取引紛争解決方法としての仲裁条項をその実効性の観点からとら
えれば，適切な具体的手続規定を欠いた仲裁条項は仲裁手続の実際進行面
で種々の障害を引き起こし，仲裁による解決実施不可能という事態を生ぜ
しめる。それを回避するためには，仲裁判断の強制執行が可能な仲裁地の
選択を視野に入れた，仲裁条項の具体的明確性の存在が不可欠の条件とな
る。効果的な仲裁条項としては現状では，上記を具体化した信頼に値す
る常設の仲裁機関と仲裁規則の指定及ぴ適切な仲裁地の決定にあるといえ
る。ただ現実の国際取引においては，合弁契約や技術提携契約のような契
約の場合，各国の公的規制により仲裁地の自由な選択が排除される事態も
起こりうるので，当該公的規制との調和を考えた仲裁条項の選択が重要な
鍵となろう。
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